
介護保険法施行規則の一部を改正する省令案について（概要） 

 

１．改正の趣旨 

（１）第１号事業に関する見直し 

① 第１号事業の対象者の弾力化 

  〇 介護保険法（平成９年法律第 123 号。以下「法」という。）第 115 条の 45 第１項第

１号に規定する第１号事業（以下「第１号事業」という。）の対象者について、社会

保障審議会介護保険部会で取りまとめられた「介護保険制度の見直しに関する意見」

（令和元年 12 月 27 日。以下「意見書」という。）において、「現在、総合事業の対象

者が要支援者等に限定されており、要介護認定を受けると、それまで受けていた総合

事業のサービスの利用が継続できなくなる点について、本人の希望を踏まえて地域と

のつながりを継続することを可能とする観点から、介護保険の給付が受けられること

を前提としつつ、弾力化を行うことが重要」とされたことを踏まえ、所要の見直しを

行う。 

 

 ② 第１号事業のサービス価格の上限の弾力化 

  ○ 第１号事業のサービス価格の上限について、意見書において、「国がサービス価格

の上限を定める仕組みについて、市町村が創意工夫を発揮できるようにするため、弾

力化を行うことが重要」とされたことを踏まえ、所要の見直しを行う。 

 

（２）在宅医療・介護連携推進事業に関する見直し 

○ 法第 115 条の 45 第２項第４号の規定により、地域支援事業の１つとして実施してい

る介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号。以下「則」という。）第 140 条の

62 の８に規定する在宅医療・介護連携推進事業について、意見書において、「市町村に

おいて、地域の実情に応じ、取組内容の充実を図りつつ、PDCA サイクルに沿った取組を

更に進められるよう、現行の事業体系の見直しが必要」とされたことを踏まえ、所要の

見直しを行う。 

 

２．改正の概要 

（１）第１号事業に関する見直し 

① 第１号事業の対象者の弾力化（則第 140 条の 62 の４関係） 

〇 第１号事業について、要介護者であっても、本人の希望を踏まえて地域とのつなが

りを継続することを可能とする観点から、市町村が認めた場合には、要介護者であっ

ても第１号事業を受けられることとする。 

 

 ② 第１号事業のサービス価格の上限の弾力化（則第 140 条の 63 の２関係） 

〇 第１号事業のサービス価格について、現行は、国が定める額を上限として市町村が

定めることとされているところ、この規定を改正し、国が定める額を勘案して市町村

が定めることとする。 



 

（２）在宅医療・介護連携推進事業に関する見直し（則第 140 条の 62 の８関係） 

○ 則第 140 条の 62 の８に規定する在宅医療・介護連携推進事業について、以下のとお

り見直しを行う。 

 ・ 在宅医療・介護連携推進事業の実施に当たり、市町村が在宅医療及び介護が円滑に

切れ目なく提供される仕組みの構築のため、他の地域支援事業に基づく事業等と連携

して実施することを明確化する。 

 ・ 情報の収集、課題の把握、企画・立案等を行う事業について、PDCA サイクルに沿っ

た取組を実施しやすくなるよう事業の規定の順番等を整理するとともに、取組の趣旨

を明確化する。 

 ・ 医療・介護関係者に対する支援として、情報共有の支援、知識の習得や向上のため

の研修その他の地域の実情に応じた取組を実施することとする。 

 

３．根拠法令 

○ 法第 115 条の 45 第１項第１号及び第２項第４号並びに第 115 条の 45 の３第２項 

 

４．施行期日等 

公布日：令和２年 10 月中旬（予定） 

施行日：令和３年４月１日 


